
※赤字額がないものは － と表記 ５００

〈億円〉

１，０００     

０
Ｈ２6Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

一般会計特別会計水道事業

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４
０

〈億円〉

２５

１５

５

Ｈ２５ Ｈ２６

２７億
７，９１１万円
（９．５％）

３１億
２，９９５万円
（１０．８％）

２４億
２，４６９万円
（８．４％）

１５億
１，９２１万円
（５．２％）

２４億
３９６万円
（８．３％）

３５
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健
全
化
法
に
基
づ
く
市
の
指
標
は
お
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む
ね
健
全
で
す
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人
口
の
減
少
や
少
子
高
齢
化
の
進

行
な
ど
に
よ
り
、
市
の
収
入
の
減
少

が
予
想
さ
れ
ま
す
が
、
こ
う
し
た
状

況
下
で
も
、
市
民
に
安
定
し
た
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き
る
よ
う
、
市

で
は
今
後
も
事
務
や
事
業
な
ど
の
見

直
し
に
よ
る
歳
出
の
削
減
や
、
決
算

の
剰
余
金
の
積
み
立
て
に
努
め
て
い

き
ま
す
。

　

な
お
、
詳
し
い
財
政
状
況
は
市
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
見
る
こ
と
が
で
き

ま
す
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◉
問
い
合
わ
せ
…
財
政
課（
☎
39
・

１
２
０
３
）

※標準財政規模…合理的・妥当な水準で行政を行うための標準的な財政の規模

1 市の財政を健全化判断比率から見る
　健全化判断比率とは、実質的な赤字や資金不足額、公債費

などを標準財政規模の額で割ったものです。財政健全化法で

は、これらの比率ごとに「早期健全化基準」・「財政再生基準」

を定め、この基準を超える自治体に対しては、財政の早期健

全化や財政の再生に取り組むように義務付けています。

　市の平成２６年度決算では赤字はなく、各比率も前年度決

算に比べて改善し、また、基準内に収まっています。

　しかし、市の実質公債費比率は県内１３市の平均の９．９％

や類似団体の平均の７．１％と比較すると高い水準にあるため、

今後も引き続き、より健全な財政運営のために公債費の低減

に努めていきます。

2 公営企業の経営を資金不足比率から見る
　資金不足比率とは、公営企業の事業規模に対する資金の不

足額の割合です。公営企業の資金不足比率が財政健全化法の

基準以上となる場合は、公営企業の経営の改善に取り組まな

ければなりません。本市には、資金不足を生じた公営企業が

ないため、おおむね健全な経営が行われているといえます。

▼実質赤字比率…一般会計などの実質的な赤字額の標準財政

規模に対する比率 ▼連結実質赤字比率…自治体の全ての会計

の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 ▼実質公債費比率
…自治体が負担する公債費の標準財政規模に対する比率 ▼将
来負担比率…自治体が将来にわたり負担する債務の標準財政

規模に対する比率 ▼類似団体…総務省が全国の市町村を人口

規模、産業構造などでグループに分類。本市が属するグルー

プは本市を含めて８８市で構成

※

〔表中の語句説明〕
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平
成
19
年
に「
地
方
公
共
団
体
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財
政
の
健
全
化
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関
す
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法
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以

下
、「
財
政
健
全
化
法
」）」が
制
定
さ

れ
ま
し
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。
こ
の
法
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よ
り
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自

治
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財
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で
す
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市
の
平
成
26
年
度
決
算
で
は
、
赤

字
や
資
金
不
足
は
な
く
、
公
債
費
な

ど
の
比
率
も
前
年
度
決
算
よ
り
改
善

し
、
ま
た
、
法
律
で
定
め
る
基
準
内

に
収
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政

経常収支比率の推移から見る

　「経常収支比率」とは、人件費や公債費などの毎

年決まって支出する経費を、市税や普通交付税な

どの毎年決まって入ってくる収入額で割ったもの

です。この比率は自治体の財政の弾力性を示し、

数値が低いほど、新たな行政需要に対して自治体

が柔軟に対応できることを表します。一般に７０～

８０％が適正とされています。平成２６年度の本市

の比率は、歳入の地方消費税交付金の増加や、歳

出の公債費などが減少したことで改善しています。

財政調整基金残高の推移から見る

　財政調整基金は、財源が不足する事態や災害な

どに対応するため、自治体が積み立てる「貯金」の

ようなものです。その額は、標準財政規模の１０％

程度が適正といわれています。市では毎年、決算

による剰余金の積み立てに努めています。

本市の財政状況を示すそのほかの指標

市債残高の推移から見る

　市債は、公共施設や道路などの整備に充てるた

めの市の借入金です。借り入れ後、５年から３０

年かけて返済をしていきます。この毎年の返済額

が公債費です。

　市では、公債費を抑制するため、新たな市債の

発行額を元金返済額以下にするようにして、市債

残高の低減に努めています。

年　度 比　率
平成２２年度 ８５．８％

平成２３年度 ８９．２％

平成２４年度 ８８．３％

平成２５年度 ９０．６％

平成２６年度 ８９．８％

類似団体の平均（参考） ９１．２％

参
考

※（　）内は標準財政規模に対する基金残高の比率

あいづわかまつ市政だより　２７.１１.１

長が答えます

あなたの　　　　に声

市

◉市長への手紙の送付先・問い合わせ…秘書広聴
課（☎３９ｰ１２０６　〒９６５ｰ８６０１※住所不要　
FAX３９ｰ１４０２）

鶴ケ城の各所で、タッチペンを使って４カ国語の案内を聞く
ことができる実証実験を行っています（１１月３０日まで）

　外国人観光客をよく見掛けるようになりま
したが、本市の取り組みなどを教えてください。Q
　本市では、誰が訪れても温かくお迎えす

るまちを目指し、さまざまな取り組みを行

ってきました。その中で外国人観光客については、

英語や中国語、韓国語による多言語での観光パン

フレットやホームページを作成し、本市の魅力の

発信に努めるとともに、案内看板やまちなか周遊

バスの停留所などの多言語表記化を行い、市内を

迷わずに回れるようにしました。また、外国人向

け観光ボランティアガイドを創設したり、会津の

伝統工芸の手順を多言語で説明する体験シートを

作成して歴史や文化を体験しやすくしたり、主な

観光施設などで外国人観光客からの要望が非常に

多い無料のＷ
ワ イ

ｉ–Ｆ
ファイ

ｉ（無線でインターネットに接続

できる環境）の整備を行ったりして、受け入れ環

境の充実を図ってきました。

　今後もこうした取り組みを継続的に行っていき

ますが、本市を訪れた人に満足してもらうために

は、市民の皆さんのご協力も重要です。見知らぬ

地を訪れたときに、「地元の人に親切にしてもら

った」「笑顔であいさつをしてもらった」という体

験だけでも、とても良い思い出になると思います。

　ここ数年で日本を訪れる外国人の数が大幅に増

加している中、２０２０年には東京オリンピック・

パラリンピックが開催されることもあり、さらな

る増加が見込まれています。外国人観光客にとっ

て印象深く、また来てみたいと思える、おもてな

しにあふれたまちになるよう、市民の皆さん一人

ひとりのご理解とご協力をお願いします。

◉詳しくは…観光課（☎３９ｰ１２５１）へ

A

項　目 ２６年度
決算

２５年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準

類似団体
平均

実質赤字比率 － － １１．８５％ ２０．００％
連結実質赤字比率 － － １６．８５％ ３０．００％
実質公債費比率 １２．６％１４．４％ ２５．００％ ３５．００％ ７．１％
将来負担比率 ３９．３％５３．２％ ３５０．０％ ４４．１％

健全化判断比率
市債残高の推移

財政調整基金残高の推移

１１５ １１３ １１０ １０6 １０３

４６１

３２０

４４６

３０７

４３２

２９５

４２１ ４１６

２８４ ２７６

経常収支比率の推移

計８９６ 計８６６ 計８３７ 計８１１ 計795

市
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

本市の財政状況 〔平成２６年度の決算時点〕


